
様式１

（公益法人用）

【対象決算年度：平成28年度】
１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年

実施年月 実施年月

H16年５月 長野県農業会議と事務局統合 H16年５月 長野県農業会議と事務局統合

H16年度以降 国へ農業会議との統合について制度改正を提案 H15年11月 全国規制改革要望において法律改正を要望

H16年１月 〃

H18年６月 (社)長野県農業担い手育成基金と統合 H19年４月 一層効率的・効果的な業務の推進体制を整える

H20年１月 現在の体制で事業の効率化を図る。 と事務所のワンフロアー化を実施

（統合は実施しない）

H25年2月 改革基本方針の改訂 H25年6月

「早期の債務整理と更なる経営改革」

H26年4月

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平成28年度当初現在 経営計画等の策定状況

うち県職員 情報公開の取組状況

うち県職員

うち県職員 監査等結果

62 4,003 60

団体の課題等

＊次表は28年度の状況で、（　）内は27年度 （単位：千円、％） 〔団体記載欄〕 〔県記載欄〕

99.7 (99.6%) 27.7 (30.0%)

99.6 (99.9%) 226.9 (227.6%)

8.5 (8.6%) 104.7 (109.8%)

0.33 (0.41%) 39.5 (46.7%)

13.5 (△ 5.8%) 57.5 (48.4%)

13.8 (17.7%)

県からの支援を受けH25年度をもって長期債務を解消

公益財団法人に移行

ことを目的として、(社)長野県農業担い手育成基金

1

H28H25 H27

業務、財務状況についてホームページで公表している。
22

1

6

0

業務執行体制の効率化を図り、10支所を4支所とし
た

公益法人立入検査
指摘事項
・なし
改善が必要な事項
・評議員会通知に計算書類等を提供すること

(0)

(0)

0

(175,206)

8

(0)

【課題】
１　農地売買支援事業量（100ha／年度）の安定的な確保
２　農地中間管理事業の効率的な実施

【今後の取組方向】
１　農業委員会等との事業推進体制の維持・強化
２　農地中間管理事業のベースとなる「人・農地プラン」（市町村作
成）の具体化を促進する県の取組みに協力しつつ、既存の類似制
度から本制度への切り換え、農地基盤整備事業との連携等を進め
る。

「長野県第2期食と農業農村振興計画」の中で所有権移転（売買支援事業）による集積を100ha実施することが位置づけられている
H26.3.31に県から農地中間管理機構の指定を受けて事業を実施中

(295,898)

1

6

0

0

(989,637)

職員平均年齢 職員の平均年収（千円）

事業費

補助金

19

18

386,333

0

損失補償年度
末残高

借入金依存率

負担金

貸付金

管理費比率

19

0

県所管部局
(課)

設立目的（寄付行為・定款上）

具体的な事業内容

昭和45年農地中間管理事業の推進に関する法律

設立の沿革

H26

○農地中間管理事業
   ・農地借入面積（ha）　H26：396.4　H27：1,598.3　H28：376.0
　 ・農地貸付面積（ha）　H26：209.8　H27：1,469.2　H28：636.9
○農地売買支援事業
　 ・農地買入面積（ha）　 H26：77.8　H27：90.0　　H28：105.6
　 ・農地売渡面積（ha）　 H26：86.7　H27：82.7　　H28：100.3
　 ・農地貸付面積（ha）　 H26：223.8　H27：163.4　H28：157.2
○特定法人貸付事業(ｈａ)  H26：17.0　H27：17.0　H28：17.0

主な出捐者・出捐額（円）・出捐率（％）

159,000,000
うち県の出
捐額（円） －

長野県における農業農村の維持発展のため、農地中間管理事業及び農地売買支援事業により農
業経営の規模拡大、農用地の集団化による農用地利用の効率化及び高度化の促進を図り、もって
国土の有効利用及び地域社会の健全な発展に寄与することを目的とする。

昭和45年に設立、同年農地保有合理化
法人の認可を受け、農地保有合理化事業
を開始した。その後、平成５年に「長野県
農業経営基盤の強化の促進に関する基
本方針」の中で県段階の農地保有合理化
法人として位置づけられた。
平成２６年３月２７日に県から公益認定を
受け、平成２６年４月１日公益財団法人長
野県農業開発公社に移行した。
平成２６年３月３１日に「長野県農地中間
管理事業の推進に関する基本方針」の中
で県から長野県における農地中間管理機
構に指定された。

役　員　数
役
　
職
　
員
　
数

19

0

1

常勤職員計

1

年　　　　度

非常勤職員計

県職員計（非常勤役員除く）

0

常　　　勤

0

役員平均年齢

職　員　数

収
益
等
状
況

農政部（農村振興課）

早期の債務整理と更なる経営改革

実　　施　　状　　況

改革基本方針

改革基本方針

設立根拠

団 体 名
(所在地）

公益財団法人長野県農業開発公社
（長野市大字南長野字幅下692-2　県庁東庁舎）

代表者 理事長　中村　倫一

県出捐率
（％）

基本財産（円） 159,000,000 100.0%

1

・

・

・
事業執行状況を示す主な指標

○農地中間管理事業及び農地売買支援事業（認定農業者等への農用地の利用促進）
○農地整備に関する事業（農地整備等）
○農地管理に関する事業（農地管理事業）
○特定法人貸付事業（特定法人への農用地貸付）

1,118,576 (989,264)

0

6
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役員平均年収（千円）

非　常　勤

0

1

常　　　勤

20 20

0非　常　勤
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2

農地中間管理事業の推進に関する法律、同施行規則、農業経営基盤強化促進法、同法施行令により民間参入はできない。

20

6 9

補助金等比率

人件費比率

1,123,232

6

1

3,994

事業支出伸び率

固定比率

固定長期適合率

△ 1,155

正味財産比率

1 1

民間（ＮＰＯ含む）との競合状況

△ 4,656

(0)0

(291)

(175,497)

(0)

財
務
・
資
産
関
係
指
標

公益事業比率

経常比率

当期損益

【課題】
・農地中間管理事業の更なる浸透のためのPR活動や貸し手の掘り
起し等、当該事業に係る業務量の大幅増加が懸念される。

【今後の取組方向】
・農地中間管理事業など公社事業を推進するため、市町村や円滑
化団体との連携体制を強化していく。

人件費関係費
用(再掲）

95,254 (85,030)

出捐金

委託料

0

153,839

流動比率

交付金

運営費

0(△ 373)

(△ 373)

経常収益 (A)

経常損益 (A)-(B)

経常費用 (B)

154,207

368
県

費

受

入

状

況

長野県出資等外郭団体改革状況検証シート



様式２

①　正味財産増減計算書 （単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度

経常増減の部
経常収益 (A) 1,048,848 989,264 1,118,576

うち基本財産運用益 5,942 3,537 2,985

うち受取会費

うち事業収益 925,991 809,570 961,306

うち受取補助金等 110,681 175,497 154,207

うち受取国庫補助金 0 0 0

うち受取県補助金 110,681 175,497 154,207

うち受取市町村補助金 0 0 0

経常費用 (B) 1,050,386 989,637 1,123,232

うち事業費 1,043,401 985,511 1,119,536

うち公益事業費 1,043,401 985,511 1,119,536

うち給料手当 66,510 85,030 95,254

うち管理費 6,985 4,126 3,696

うち役員報酬 415 469 544

うち給料手当 3,956 0 0

経常増減（損益）額 (C)=(A)-(B) △ 1,538 △ 373 △ 4,656

経常外増減の部
経常外収益 (D) 0 0 3,501

経常外費用 (E) 0 0 0

経常外増減額 (F)=(D)-(E) 0 0 3,501

一般正味財産増減（当期損益）額 (G)=(C)+(F) △ 1,538 △ 373 △ 1,155

一般正味財産期首残高 (H) 88,784 87,246 86,873

一般正味財産期末残高 (I)=(G)+(H) 87,246 86,873 85,718

受取補助金等
うち受取国庫補助金

うち受取地方公共団体補助金

当期指定正味財産増減額 (J) 0 0 0

指定正味財産期首残高 (K) 159,000 159,000 159,000

指定正味財産期末残高 (L)=(J)+(K) 159,000 159,000 159,000

当期正味財産増減額 (M)=(G)+(J) △ 1,538 △ 373 △ 1,155

正味財産期首残高 (N) 247,784 246,246 245,873

正味財産期末残高 (O)=(M)+(N) 246,246 245,873 244,718

②　貸借対照表
平成26年度 平成27年度 平成28年度

流動資産 635,284 549,797 628,093

うち現金預金 171,948 91,658 60,410

固定資産 282,382 269,851 256,263

基本財産 159,000 159,000 159,000

うち土地

うち投資有価証券 154,000 154,000 54,000

特定財産 118,932 107,222 94,413

うち退職給与引当資産 54,838 36,222 17,904

うち減価償却引当資産

その他の固定資産 4,450 3,629 2,850

資産合計 917,666 819,648 884,356

流動負債 311,153 241,605 235,350

うち短期借入金 224,802 100,691 122,407

うち未払金 82,368 134,998 111,351

固定負債 360,267 332,170 404,288

うち長期借入金 305,379 295,898 386,333

うち退職給与引当金 54,838 36,222 17,904

負債合計 671,420 573,775 639,638

指定正味財産 159,000 159,000 159,000

うち基本財産への充当額 159,000 159,000 159,000

うち特定資産への充当額

一般正味財産 87,246 86,873 85,718

うち基本財産への充当額

うち特定資産への充当額 64,094 71,000 76,508

正味財産合計 246,246 245,873 244,718

負債及び正味財産合計 917,666 819,648 884,356

【財務の状況】（公益・特別法人用） 団体名：公益財団法人長野県農業開発公社
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